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研究要旨

早期診断のためには、より効果的な検査手法を組み合わせ、質の高い検査を拡大していくことが必

要である。本分担研究においては、自治体行政のエイズ担当者も研究協力者として加えることで、各

地域の行政と連携しやすい仕組みをつくった。そして、各分担研究者の研究を連携させることで、検

査の質を丁寧に高めていき、そのまま事業としての実効性をもって機能させていくことが可能となる

ような研究を計画した。

初年度は、東京都における自治体モデル構築を進めるために、行政のエイズ担当者、コミュニティ

センター、他の分担研究との情報交換や連携を開始した。また、東京における検査の現状を把握する

とともに、より質の高い検査を行えるような検査体制の確立を目指した。

現在流行している梅毒を利用して、HIV 検査の受検勧奨をすすめていくことを目的に、各種検査にお

ける梅毒の既往感染率を TPLA/TPHA などの TP 法の検査によって評価した。拠点病院における新規

HIV 感染者の調査では、梅毒の既往感染率は約 30%と全国的に極めて高い数値を示していた。また、

上野で行った即日検査会での調査では、HIV 陰性の MSM における TPLA 陽性者数は 13.3%であるこ

とがわかった。さらに、南新宿検査・相談室では、エイズ月間事業(6 月・12 月)の HIV 陰性者におけ

る梅毒既感染率は約 5%であり、都内保健所での 2013 年～2015 年の検査における梅毒既感染率は、

平均 3.6%であることが示された。

本年度の調査によって明らかとなった梅毒の既往感染率を基準とすることで、より鋭敏に保健所検

査や即日検査会における HIV 検査の質を評価することが可能となる。また、より幅広い対象者への啓

発にもつなげることができる。さらに、梅毒の既往感染率を HIV 検査の目安とすることで、保健所な

どの検査を、量的な評価から、質的な評価へ転換しいていくきっかけになることも期待される。

現在は全国的に梅毒が急増していることから、社会的な関心も大きく、メディアも含めた情報発信を

しやすい状況にある。新たに保健所や医師会を通じての梅毒研修を行うことが可能な環境もあり、す

でに東京都では地区医師会と保健所へ向けた梅毒に関する啓発研修会を開催した。そして、その中で

梅毒既感染者への HIV 検査勧奨に関する情報提供も行うことができた。

これまでの検査体制で受検勧奨を行いにくい検査対象者としては、地方の MSM、年齢の高い層の

MSM、異性間の感染者、外国人などがあげられる。次年度以降は、地方県も複数選択して加えること

で、地域にあった受検勧奨の方法をさらに検討していく方針である



A.研究目的

HIV 感染症の早期治療によって、エイズ発症や

長期合併症を防ぐことで患者の予後を改善する

ことだけでなく、二次感染の予防にもつながるこ

とも示されたことで、これまで以上に早期診断が

求められるようになってきた。しかし、我が国に

おける診断の遅れは、今も深刻な状況が続いてお

り、新規 HIV 感染者の約 3 割がエイズ発症をき

っかけに診断されているのが現状である。このよ

うなことから、検査体制の更なる取組の検討は、

我が国の HIV/AIDS 対策における喫緊の課題と

なっている。

早期診断には、より効果的な検査手法を組み合わ

せ、質の高い検査を拡大していくことが必要であ

る。そして、各地域の状況に合った、長期的な戦

略をもった検査体制を構築することが求められ

る。本分担研究においては、研究代表者自身が研

究を担当して、自治体行政のエイズ担当者を研究

協力者に加えることで、各地域の行政と連携しや

すい仕組みを構築する。さらに、各分担研究者に

よる研究を連携させることで、より効果的な受検

勧奨を総合的に検討できる体制をつくることと

した。各分担研究者の調査・研究によって得られ

る｢検査所の利便性向上｣、｢受検アクセスの改善｣、

｢HIV 診断検査の充実｣などの成果を取り入れな

がら、検査の質を丁寧に高めていき、そのまま事

業としての実効性をもって機能させていくこと

が可能となる。また、研究の経過においては、疫

学的な評価や効果予測を行うことで、検査戦略を

向上させていくことができるようにした（ 図１）。

このように、自治体と連携した検査体制のモデル

を構築していくことで、我が国の現状に合った、

より質の高い検査体制を整備していくことを目

指している。

初年度は、東京都を中心とした分担研究モデル

の構築、上野における即日検査会の調整、そして

梅毒を利用した受検勧奨と検査の質的な評価分

析などの研究を実施したので、その成果について

の報告をまとめる。

B.研究方法

1. 自治体モデル研究の計画検討と東京モデルの

構築

各自治体の特徴にあわせた検査モデルを確立す

るために必要な、自治体モデル構築のための研究

体制を検討した。初年度は、東京都の自治体モデ

ル構築を進めるために、行政のエイズ担当者、コ

ミュニティセンター、他の分担研究との情報交換

や連携を開始した。そして、東京における検査の

現状を把握するとともに、より質の高い検査を行

えるような検査体制の構築を目指した検討も行

っている。

2. 梅毒を利用した受検勧奨と検査の質的な評価

分析

（１）駒込病院の新規 HIV 感染者における TPLA
陽性率

東京都立駒込病院の、2010 年～2015 年の新規

HIV 感染者における TPLA 陽性率を調査するこ

とで、HIV 陽性者における近年の梅毒既往感染率

の推移を確認した。

（２）全国拠点病院調査による新規 HIV 感染者

の梅毒既往陽性率

全国の拠点病院を対象に、2015 年に受診した

新規 HIV 感染者数と、そのうち TP 法による梅毒

検査の陽性者数を調べるためのアンケート調査

を行った。（別紙：アンケート調査用紙）各拠点

病院からの回答をもとに、新規 HIV 感染者にお

ける全国ブロック別の梅毒既感染率を算出した。

（３）南新宿検査・相談室の HIV 陰性者におけ

る TPLA 陽性率

東京都健康安全研究センターにて検査を行っ

た、2013 年～2016 年のエイズ月間事業(6 月・12
月)の南新宿検査・相談室における検査結果によっ

て、HIV 陰性者における TPLA の陽性率を確認

した。

（４）東京都の保健所における梅毒既往感染率の

調査

保健所についての分担研究(土屋)のアンケート

調査によって、2013 年～2015 年で東京都の保健



所で HIV(-)と判定された受検者おける TP 法の陽

性による梅毒既感染率を算出した。

（本調査の詳細については、分担研究｢保健所に

おける HIV 検査・相談の現状評価と課題解決に

向けての研究｣(土屋)の報告書参照）

（５）上野における MSM 向け即日検査会の

TPLA 陽性率

MSM の分担研究(本間)が実施した、上野にお

ける MSM 対象の即日検査会での検査結果より、

HIV 陰性者における梅毒 TPLA 陽性率を算出し

た。

3. MSM 分担研究が企画した即日検査会の調整

MSM の分担研究(本間)が計画した、上野にお

ける MSM 対象の即日検査会を実施するために、

台東区保健所で開催するために必要な運用方法

などの提案と、行政担当者と連携するための調整

などを行った。検査会においては、検査の質的な

評価分析のための梅毒検査も追加した。梅毒検査

の結果は、迅速検査によって当日本人へ結果を伝

えるとともに、東京都健康安全研究センターにて

TPLA 法による検査も行った。

（実施した即日検査の方法や結果等の詳細につ

いては、分担研究｢MSM およびゲイ・バイセクシ

ャル男性の HIV 抗体検査受検行動につながる支

援｣(本間)の報告書参照）

4. 梅毒啓発を利用した HIV 受検勧奨の研修会

現在流行している梅毒の啓発機会を利用して、

HIV 検査の受検勧奨もすすめるために、医師会や

保健所向けの研修会を計画した。研修会を開催す

るために、東京都の性感染症とエイズ対策の担当

者、都内保健所、東京都医師会への協力を依頼し

た。

(倫理面への配慮)
本分担研究においては、各研究内容の必要性に応

じて、東京都立駒込病院の倫理審査にて承認され

ている。また、連携する分担研究においては、分

担研究者が所属する施設の倫理審査にて承認を

受けている。

C.研究結果

1. 自治体モデル研究の計画検討と東京モデルの

構築

本研究においては、研究協力者として自治体行

政のエイズ担当者が参加することで、より円滑に

様々な研究をすすめながら、事業としても運用可

能な体制を整える方針を決定した。そして、来年

度以降に開始する地方自治体モデル構築のため

に、対象とする都道府県毎に以下のようなメンバ

ーを協力者として研究をすすめる計画を立てた。

（１）各自治体行政のエイズ担当者

（２）エイズ中核拠点・あるいは拠点病院の医師

（３）保健所の検査担当者

（４）コミュニティーセンターや NPO
（５）結果の分析・評価のための疫学者

初年度は、東京都の自治体モデル構築を進めるた

め、東京都福祉保健局健康安全部感染症対策課の

エイズ対策担当者が研究協力者として参加する

ことになった。また、MSM 中心を対象とした受

検勧奨をすすめるために、｢コミュニティセンタ

ーakta｣との情報交換や連携を開始した。行政と

の話し合いの中で、現在流行している梅毒の啓発

を利用した HIV 受検勧奨をするめる計画を立て

ることが決まった。さらに、MSM の分担研究(本
間)とコミュニティーセンターから、上野における

即日検査会の開催についての提案があり、本分担

班との連携によって実施へ向けた調整を行った。

2. MSM 分担研究が企画した即日検査会の調整

MSM の分担研究(本間)が計画した上野におけ

る MSM 対象の即日検査会を実施するために、台

東区保健所で開催するために必要な運用方法な

どの提案を行った。また、行政担当者と連携する

ための調整など、研究計画の進行していくバック

アップを行った（図２)。また、梅毒を利用した受



検勧奨と検査の質的な評価分析のため、即日検査

会では梅毒検査も行うことを決めた。

（実施した即日検査の結果等の詳細については、

分担研究｢MSM およびゲイ・バイセクシャル男性

の HIV 抗体検査受検行動につながる支援｣(本間)
の報告書参照）

3. 梅毒を利用した受検勧奨と検査の質的な評価

分析

（１）駒込病院の新規 HIV 感染者における TPLA
陽性率

HIV 感染者においては、梅毒の既往感染率が高

いことが知られている。東京都立駒込病院での、

2010 年～2015 年の新規 HIV 感染者における

TPLA 陽性率を調査したところ、平均 37.1%(33.0
～46.2)で推移していることがわかった（表１）。

駒込病院での過去 5 年間の新規 HIV 感染にお

ける TPLA 陽性率）

（２）全国拠点病院調査による新規 HIV 感染者

の梅毒既往陽性率

拠点病院の新規ＨＩＶ感染者(2015 年)におけ

る梅毒既感染率に関する全国アンケート調査を

実施した。アンケートは 382 施設の拠点病院に送

付し、返送数は 200 施設(回答率 52.4%)、対象と

なった新規HIV感染者数の総数は1399人であっ

た。一部、転院例なども含まれることが予想され

るが、通院患者数の比較的多い病院の多くが回答

していた。（参考：2015 年の全国における新規

HIV 感染者は 1434 人と報告されている。）

今回の全国拠点病院における調査の結果、新規

HIV 感染者 1399 人のうち、梅毒既往と考えられ

る TP 法の陽性者数は 436 人(31.2%)であった。

この調査結果をブロック地域別にみると、東北

(16.1%)、中四国(23.8)と比較的低い梅毒の既感染

率であった以外は、どのブロック地域においても

30%前後以上の結果となっており、最も高い既感

染率を示したのは近畿(39.0%)であった（表２）。

（３）南新宿検査・相談室の HIV 陰性者におけ

る TPLA 陽性率

南新宿検査・相談室で HIV 検査を受け、HIV(-)
と判定された受検者おける TPLA 陽性率を、東京

都健康安全研究センターでの協力で行った。その

結果、2013 年～2016 年のエイズ月間事業(6 月・

12 月)では、同検査所で受検した HIV 陰性者にお

ける梅毒既感染率は約 5%となっていた（表３）。

（４）東京都の保健所における梅毒既往感染率の

調査

保健所についての分担研究(土屋)により、2013
年～2015 年で東京都の保健所で HIV(-)と判定さ

れた受検者おける TP 法の陽性による梅毒既感染

率は、平均 3.6%(3.0～4.0)であることがわかった。

また、HIV 陽性と診断された受検者では、平均

31.8%(25.0～31.8%)が TP 法陽性となっていた。

（結果の詳細については、分担研究｢保健所にお

ける HIV 検査・相談の現状評価と課題解決に向

けての研究｣(土屋)の報告書参照）

（５）上野における MSM 向け即日検査会の

TPLA 陽性率

前述した上野(台東区保健所)における MSM 向

けの検査会では、94 人の MSM が参加して 4 人

(4.3%)が HIV 陽性という結果であった。HIV(-)
と判定されたMSM90名のうちTPLA陽性者数は

12 名(13.3%)であった（表４）。

4. 梅毒啓発を利用した HIV 受検勧奨の研修会の

開催

東京都行政の感染対策担当および東京都医師

会の協力により、平成 29 年 3 月 2 日には地区医

師会向けの梅毒に関する啓発研修会を開催し、そ

の中で梅毒既感染者への HIV 検査勧奨に関する

情報提供も行った。さらに 3 月 9 日には、保健所

の分担研究(土屋)と連携して、都内保健所へ向け

た研修会も開催することができた。



D.考察

日本おける現状を考慮した HIV 受検勧奨のた

めには、より効果的な検査手法を組み合わせ、質

の高い検査を拡大していくことが必要である。そ

して、各地域の状況に合った、長期的な戦略をも

った検査体制を構築することが求められている。

本研究においては、自治体モデル構築のための分

担研究を、研究代表者自身が研究を担当して、自

治体行政のエイズ担当者を研究協力者に加える

ことで、各地域の事業につながりやすい研究体制

をつくった。さらに、本研究を介して行政と各分

担研究との柔軟な連携をとることで、研究を実行

するために必要な様々なハードルを乗り越えや

すい環境を整えた。

現在、全国で毎年新たに報告される新規 HIV
感染者の約 3割が東京都から報告されていること

から、初年度は東京都を中心とした分担研究モデ

ルの構築を検討した。東京の受検勧奨においては、

これまでのコミュニティーセンターによる継続

的な努力が重要な役割を担ってきた。そこで、

MSM の分担研究(本間)が計画した上野における

MSM 対象の即日検査会を実施するために、台東

区保健所での開催へ向けた運用方法の提案、行政

担当者と連携するための調整などを行った。コミ

ュニティーセンターakta の効果的な広報によっ

て、検査当日は予想以上の受検者が集まり、HIV
陽性率 4.3%という高い陽性率の検査会となった。

また、保健所における MSM 対象の検査会を開催

することによって、その後の保健所における

MSM の受検ハードルを低くして、長期的には保

健所での検査の質(陽性率)を高めていく効果も期

待される。

梅毒の既往感染率をTPLA/TPHAなどのTP法

の検査によって評価することは、今後の HIV 受

検勧奨にとっても大きく役立つ可能性が高いと

考えている。本年度の拠点病院における新規 HIV
感染者の調査では、梅毒の既往感染率は約 30%と

全国的に極めて高い数値を示していた。一方で、

上野で行った即日検査会での調査では、HIV 陰性

のMSM におけるTPLA陽性者数は13.3%である

ことがわかった。また、国内でも HIV 陽性率の

高い検査所として知られる南新宿検査・相談室で

は、エイズ月間事業(6 月・12 月)の HIV 陰性者に

おける梅毒既感染率は約 5%となっていた。さら

に、都内保健所での保健所についての分担研究(土
屋)により、2013 年～2015 年で東京都の保健所で

HIV(-)と判定された受検者おける TP 法の陽性に

よる梅毒既感染率は、平均 3.6%であることが示

された。

近年、保健所における検査数の低下が指摘され

るようになっているが、単に一般的な検査キャン

ペーンによって検査数だけを増やしても、現場の

負担が増加するだけになってしまう。したがって

今後は、検査数の多さを目標とするのではなく、

検査の質(陽性率)を高めるような方向性が求めら

れていくべきであると考える。しかし、日本にお

ける HIV 罹患率を考えると、その陽性率をもっ

て検査の質を評価するのは難しいことから、新た

に参考となる分析・評価の基準として梅毒の既往

感染率を利用することを提案したい。本年度の調

査によってわかった、それぞれの現場における梅

毒の既往感染率を基準として参考にすることで、

より鋭敏に保健所検査や即日検査会における

HIV 検査の質を評価することが可能となる。そし

て、梅毒の既往感染率を HIV 検査の目安とする

ことで、保健所での検査を量的な評価から、質的

な評価へ転換しいていくきっかけになることも

期待される。また、保健所の現場では、仮に HIV
検査の結果が陰性であっても、梅毒の既往感染が

あれば、その後の HIV 感染リスクが高い可能性

を考えて、効率的に性感染予防の啓発を行うこと

ができるだろう。

また、現在は全国的に梅毒が急増していること

から、社会的な関心も大きく、メディアも含めた

情報発信をしやすい状況にある。新たに保健所や

医師会を通じての梅毒研修を行うことも可能な

環境もあり、すでに東京都では地区医師会と保健

所へ向けた梅毒に関する啓発研修会を開催した。



そして、その中で梅毒既感染者への HIV 検査勧

奨に関する情報提供も行うことができた。保健所

や診療現場で梅毒の感染予防啓発を行うことは、

同時に HIV 感染リスクの高い対象者への予防啓

発にもつながる。さらに、梅毒等の性感染症の既

往がある場合には、HIV 検査も保険適応となって

いることから、診療所等での HIV 検査を行いや

すくなるという利点もある。

初年度は、東京を中心とした受検勧奨の研究を

行うことで、今後の自治体モデルを構築していく

上で基本となる研究体制を確立した。これまでの

検査体制で受検勧奨を行いにくい検査対象者と

しては、地方の MSM、年齢の高い層の MSM、

異性間の感染者、外国人などがあげられる。次年

度以降は、地方県も複数選択して加えることで、

地域にあった受検勧奨の方法を検討していく方

針である。また、東京の上野地域には、比較的年

齢層の高い MSM も多いため、今後はそのような

対象へ向けた受検勧奨についても、さらに検討し

ていくことが必要であると考えられた。異性間に

ついては、流行している梅毒の啓発を利用して、

より HIV 感染リスクの高い対象者への受検勧奨

をすすめていく予定である。さらに、2020 年に

開催されるオリンピックへ向けて、これまで以上

に外国人の渡航者が増えていくことも予想され

ている。東京の自治体モデルでは、外国人の検査

についての研究も開始することを計画している。

E.結論

早期診断には、より効果的な検査手法を組み合

わせ、質の高い検査を拡大していくことが必要で

ある。そして、各地域の状況に合った、長期的な

戦略をもった検査体制を構築することが求めら

れる。本研究では、我が国の現状に合った、より

質の高い検査体制を整備していくために、自治体

と連携した検査体制のモデルを構築していくこ

とを目指している。初年度は、東京都における検

査モデルの構築を検討し、研究協力者に自治体行

政のエイズ担当者を加え、保健所やコミュニティ

ーセンタ、そして他の分担研究とも柔軟な連携を

とることで、各地域の事業につながりやすい研究

体制をつくった。

また、梅毒を利用した HIV 検査の受検勧奨と検

査の質的な評価分析を行うために、全国拠点病院、

南新宿検査・相談室、都内保健所、そして上野で

の即日検査における梅毒既往感染率の調査を行

った。今回の調査結果によって、梅毒既往感染率

を利用した HIV 検査の受検勧奨を行うために必

要な、基礎的なデータを収集することができた。

これによって、今後はより鋭敏に各検査の質を評

価することが可能となり、流行している梅毒と関

連づけた HIV 検査啓発を開始することができる

だろう。来年度以降は、地方県も複数選択して加

えることで、地域にあった受検勧奨の方法を検討

していく方針である。さらに、年齢の高い層の

MSM、異性間の感染者、外国人など、これまで

の検査体制では受検勧奨を行いにくかった検査

対象者への対策も検討していく予定である。

F.健康危険情報

なし

G.研究発表

1. 論文発表

なし

2.学会発表

1)HIV 検査受検勧奨のための自治体と連携し

た検査モデルの構築，第 30 回日本エイズ学

会学術集会・総会，2016，鹿児島．

H.知的所有権の出願・登録状況（予定を含む）

①特許取得

なし

②実用新案登録

なし

③その他

なし



１．受検アクセスの改善 ３．ＨＩＶ診断検査の充実２．検査の利便性向上

MSMのアクセス評価と改善(本間)
ウエブやスマホ等の情報(白阪)

病院(塚田), 保健所(土屋),
地方診療所における検査体制の整備(伊藤)
民間クリニック/MSM対象の即日検査(井戸田)

検査目的の献血を通常検査へ(平)

現在のHIV検査法の問題解決(加藤)
診断ガイドラインの改定(加藤)
地衛研における検査向上(貞升)

東京と地方県(今村), 大阪(上平)
疫学的な分析と評価(西浦)

★研究班における「３つの柱」

* より質の高いopt-in検査を
丁寧に積み重ねていく

* opt-out 検査の評価も行う

自治体と連携したモデル構築 ＋疫学的な分析・評価

（図１）研究班における自治体モデル分担研究の位置づけ



MSM分担研究

自治体モデル（研究代表者）

ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ
（akta）

東京都エイズ担当

クリニック
（東新宿心のｸﾘﾆｯｸ）

台東区保健所

東京都健康安全研究ｾﾝﾀｰ枠組み相談

発案

自治体との調整

事業費用

（研究費）

当日採血

広報等

検査

検査会場

（図２）台東区保健所におけるＭＳＭ向けＨＩＶ検査会



（表１）新規ＨＩＶ患者における梅毒TPLA陽性率の推移

（都立駒込病院2010～2015年）

TPLA陽性率(%)HIV(+) TPLA(-)HIV(+) TPHA(+)ＨＩＶ診断年

36.162352010
33.063312011
34.762332012
46.249422013
36.953312014
36.153302015



梅毒既往感染率梅毒既往数新規患者数ブロック

33.339北海道

16.1531東北

28.8204708関東甲信越

33.3824北陸

31.41135東海

39.0145372近畿

23.82084中国四国

29.440136九州

31.24361399合計

（表２） 全国拠点病院の新規ＨＩＶ感染者（2015年）における

梅毒既感染率に関するアンケート調査



陽性率(%)TPLA(+)HIV(-)年

4.09323042013年

5.212323632014年

4.79821042015年

5.711920992016年

4.94338870合計

（表３） 南新宿検査・相談室 （エイズ月間事業：6月12月）



陽性率（％）TPLA(+)受検者数

13.31290HIV(-)

25.014HIV(+)

13.81394合計

（表４） 上野におけるＭＳＭ向け即日検査会



平成 28 年 10 月吉日

病院長殿

ご担当先生

厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業       

「HIV 検査受検勧奨に関する研究班」              

研究代表者 がん・感染症センター都立駒込病院感染症科 今村顕史

研究協力者 がん・感染症センター都立駒込病院感染症科 福島一彰

新規 HIV 感染者の梅毒罹患に関する調査へのご協力のお願い

謹啓

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

この度、平成 28 年度厚生労働科学研究事業の一環として、新規 HIV 感染者

の梅毒罹患の実態に関する調査を実施することとなりました。従来 HIV 感染と

梅毒を含む性感染症が密接に関連していることが知られています。本研究は、

HIV 検査の受験勧奨を目的に、近年増加している梅毒と HIV 感染との関連につ

いての調査を行います。全国の HIV/エイズ診療拠点病院を対象に、新規 HIV
感染者における梅毒既感染者数を明らかにすることで、HIV 検査を梅毒検査と

共に行うことの重要性を示したいと考えております。

つきましては、添付のアンケート内容をご確認いただき、貴病院における昨

年 1 年間の新規 HIV 感染者の梅毒トレポネーマ抗原陽性率についてご回答いた

だければと存じます。業務ご多忙の折、大変恐縮ではございますが、本調査研

究の趣旨をご理解いただき、是非ともご協力賜りますようお願い申し上げます。

謹白

ご質問・ご意見等の連絡先

電話番号：03-3823-2101
がん・感染症センター都立駒込病院 感染症科 今村 顕史



平成 28 年 10 月吉日

新規 HIV 感染者における梅毒トレポネーマ抗原陽性者に関する調査

2015 年 1 月 1 日から 12 月 31 日の 1 年間に HIV 感染と診断され貴院初診とな

った HIV 感染者数と、新規 HIV 感染者における梅毒トレポネーマ抗原陽性者

数を下記に記載をお願いします。

1. 返送は同封の返信用封筒でお願い致します。

2. 返送期限：2016 年 12 月 31 日までにお願い致します。

3. 本アンケートの結果は、個々の病院名を記号化して、研究班の報告書や学会

等で報告することがあります。

記載者氏名：                        様

ご施設名：

1. 貴院で主に使用している梅毒トレポネーマ抗原検査を教えてください。  
  （右欄に○を記載）

① Treponema pallidum Hemagglutination (TPHA) 法
倍数希釈法

② Treponema pallidum Hemagglutination (TPHA) 法
自動化法

③ Treponema pallidum Latex agglutination (TPLA) 法
倍数希釈法

④ Treponema pallidum Latex agglutination (TPLA) 法
自動化法

⑤ Fluorescent treponemal antibody-absorption (FTA-ABS)法

2. 昨年 2015 年 1 月 1 日から 12 月 31 日の 1 年間に、

貴院を新規に受診した HIV 感染症の患者数を教えてください。

  名

3. 上記期間に新規 HIV 感染者として受診された患者の内、梅毒トレ

ポネーマ抗原陽性患者数を教えてください。

  名

ご協力まことにありがとうございました。


